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はじめに
株式会社エンカレッジ（以下、同社）は、平成25年に設立された会社で、発達障害のある方（発達障害と疑われる方を含む）を中心に働きづらさを抱えた方の就労支援事業を行っています。
１．「発達障害」とは？
『厚生労働省』のホームページ（https://www.mhlw.go.jp/kokoro/know/disease_develop.html）によると、発達障害はいくつかのタイプに分類されており、自閉症、アスペルガー症候群、注意欠如・多動性障害（ADHD）、学習障害、チック障害、吃音（症）等が含まれています。これらは、生まれつき脳の一部の機能に障害があるという点が共通しています。
　２．同社のビジョン
同社では、本人や周囲の人がその特性から来る強みや弱みを理解し、工夫することにより、働きやすさにつながると考えています。
会社ビジョンを、『働きづらさを抱えた全ての方が、一人ひとりの良さを活かしてイキイキと活躍できる社会を創る』としています。
また、会社名の「エンカレッジ」には、英語で『勇気づける』という意味があります。 名付けた理由は、発達障害のある方や働きづらさを抱えた方は、過去の様々な経験により、自信をなくしていたり、不安が高くなっていたりします。そういった方々が一歩踏み出すために「そっと背中を押すこと」と、辛い時や苦しい時に「戻って来られる存在であること」、その２つが合わさって、『勇気づける』という行為が成り立つと考えているからです。
３．同社設立の経緯
　同社の窪貴志社長は、過去に企業の障害者雇用コンサルタントとして携わっていたことがあります。その当時、高いスキルを持ちながら、コミュニケーション面の課題から、働く機会を見つけることが出来ずにいた発達障害のある若者と出会いました。その若者が活躍できる労働の場をコーディネートするうち、働きづらさを抱えた方をサポートしていける事業を立ち上げることを決意しました。特に、発達障害のある大学卒業者においては進路の選択肢がまだまだ少なかったため、まずそこに注力して取り組むことにしたのでした。
設立当初は、発達障害に対する世の中の理解度は低く、当初は、企業の理解を得るのに苦労しましたが、中小企業の社長や幹部を主な対象として、社会でチャレンジの機会が得られにくい若者を応援してほしい、とのメッセージを伝え続けることで、少しずつ賛同者が増えてきました。
ここ数年はメディアでも発達障害のことが取り上げられるようになってきたことや、平成30年4月に障害者雇用率が2％から2.2%にあがったことから、企業においても発達障害に対する関心が高まってきています。どういった仕事が向いているのか、どのような関わり方をすれば良いのかといった具体的なところにおいては、企業もまだ模索している段階ではありますが、発達障害を取り巻く社会環境は、少しずつ前進していると同社では感じています。
４．同社事業の特徴
発達障害のある子ども向けの支援、大人向けの就職支援は、制度が整いつつあります。一方、発達障害のある学生向けの支援は、まだ少なく、発達障害のある学生の就職率は4割以下となっています（平成29年度「障害のある学生の修学支援に関する実態調査」独立行政法人日本学生支援機構）。
この様な状況に対して、大学生から社会で働くまでの支援を一気通貫で行っていることが同社の特徴となっています。
発達障害のある方は、コミュニケーションや社会性の課題により修学に支障をきたすケースや、就職試験において筆記試験では通るが、面接での対応により就職できないケースがあったりします。
そこで同社では、以下の図のように、学生向けの支援を行う「働くチカラPROJECT」、就職の支援を行う「就労移行支援事業所エンカレッジ」、そしてそれらの取組を支える、「ICTプラットフォーム Boosterキャリア」の３つを主な事業として、ビジネスマナー、コミュニケーション、実務研修、企業でのインターン等を行い、発達障害のある人を企業と結びつける活動をしています。
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「エンカレッジ」事業
５．大学からの支援要請の増加
発達障害のある学生へのサポートに問題意識を高く持つ大学が増加し、それに伴って同社に対する大学からの支援要請も増加してきました。現在、同社では、各大学の学内において、学生や教職員向けの研修や、直接学生からの相談に対応する等の事業を実施しています。
また、外部機関と連携とした様々な就職サポート業務や、障害者手帳のない学生に対する支援業務が最近の大きなテーマとなっています。
６．大学との連携による課題と、ＩＣＴツール「Ｂｏｏｓｔｅｒキャリア」の開発
大学と外部支援機関が連携する際、継続的な支援の実施、支援の引継ぎが重要になりますが、学生の個人情報保護の観点、書類を中心とした情報蓄積であることから、学生と支援者、支援者同士のインタラクティブ性がないことから、組織を超えての連携が進みににくい現状があります。
同社では、情報連携に関して、大学や外部支援機関が連携して支援する仕組みを構築しました。それが、ICTプラットフォーム「Boosterキャリア」です。
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「Boosterキャリア」画面例
支援を必要とする学生が、履歴書や自己PR作成を行い、かつ大学・短大側等から適切な助言や伴走的なサポートが受けられるシステムです。課題としていた個人情報に関わる点については、学生が登録する情報を、自分が承認する大学や支援機関に公開することで、法人を超えて学生から許可された支援者間の連携を図れるようにしています。
「Boosterキャリア」を活用することで、支援者の知見を集約した支援が出来ること、遠隔であってもサポートが行えること、数多くの大学や支援機関の連携を生めることがメリットとなっており、令和元年5月現在で、22の大学、100社以上の企業が参画し、学生の支援にあたっています。
７．今後の方向
「Boosterキャリア」は、同社のビジョンにあるとおり、障害の有無を越えて、育児中の女性や外国人等、働きづらさを抱えた方全般を対象として、NPO等の活動をサポートし、これらの方が社会で活躍できる仕組みのプラットフォームとして、対象を広げる予定にしています。
※なお、「発達障害」の表記については、厚生労働省ホームページの表記に則って記載していることをご了承ください。
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